予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費　　　
	事業名　強い畜産構造改革支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　畜産課　畜産基盤係　電話番号：058-272-1111（内2878）

　　　　　　E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        137,000千円（前年度予算額：80,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	80,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	80,000

	要求額
	137,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	137,000

	決定額
	85,000
	21,745
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	63,255


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
畜産農家戸数の大幅な減少により生産基盤の脆弱化が進行しているため、畜産物の安定生産と供給基盤の維持拡大に新規就農者、経営継承等担い手の育成確保が急務となっている。

経済連携協定の進展による安価な輸入畜産物に対抗する経営体を育成する一方、海外輸出の推進による需要に安定して応えるため、生産基盤の強化を喫緊に促進する必要がある。また、飛騨牛及び乳用牛の生産体制を強化するとともに、東京オリンピック・パラリンピックへの食材提供を見据えて畜産ＧＡＰの認証取得の取り組みを促進する必要がある。
（２）事業内容

      担い手の確保、生産基盤の強化の推進及び畜産ＧＡＰ認証取得の取り組みに必要となる生産基盤整備等に要する経費の一部を補助する。
    ○新規就農支援型

　　　新規に畜産経営、部門経営を開始するのに必要な生産基盤の整備又は新規に畜産経営、部門経営を開始するのに必要な生産基盤を新規就農希望者に貸し付けるための整備
　　○担い手育成支援型
　　　地域のモデル的な実証農場及び農家負担軽減のための共同施設の設置又は規模拡大、新技術等導入等による生産コストの低減に必要な整備

○牛増頭対策支援型

　　　肉用牛・乳用牛の増頭を図るために必要な施設の整備
○ＧＡＰ認証支援型

　　　家畜・畜産物ＧＡＰの管理項目に適合するために必要な施設の整備
（３）県負担・補助率の考え方

　　　新規就農支援型　：１/３以内
　　　担い手育成支援型：１/４以内 
ただし、飼料用米・稲ＷＣＳ関係施設は1/3以内

牛増頭対策支援型：１/３以内

ＧＡＰ認証支援型：１/２以内

（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	137,000
	 

	合計
	137,000
	


	　決定額の考え方　

本事業は全畜産物を対象とした事業であるため、牛増頭対策のみ補助率を拡充することは見送ります。また、財源については、国庫支出金を活用することとします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　「ぎふ農業・農村基本計画」において、各畜種の増頭、増産計画目標を定めている。
（２）後年度の財政負担
　　平成27年度から平成31年度までの５か年
（３）事業主体及びその妥当性
　　農業協同組合連合会、農業協同組合、公社、農業者が組織する団体　等
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	強い畜産構造改革支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	農業協同組合連合会、（一社）岐阜県農畜産公社、農業協同組合、農事組合法人、農業者等の組織する団体 等

（理由）

小規模農家でも容易に参加ができる小回りのきく総合的な支援事業という位置づけのため。

	補助事業の概要
	（目的）
　畜産業は、経営を開始するにあたり多額の初期投資を必要とするとともに、所得発生までに長いサイクルを必要とするため、施設整備等にかかる初期負担を軽減し、担い手の確保、経営規模の拡大を促進するとともに、産業構造の若返りと強化を図る。これにより海外輸出を見据えた経営体の競争力強化を図る。また、飛騨牛及び乳用牛の生産体制を強化するとともに、東京オリンピック・パラリンピックへの食材提供を見据えて畜産ＧＡＰの認証取得の取り組みを促進する。
（内容）
　畜産主産地の維持、拡大を図るために、担い手の確保、生産基盤の強化を推進する取り組みに必要となる生産基盤整備（自給飼料基盤整備、農業用施設整備、農機具導入）及び東京オリンピック・パラリンピックでの食材提供調達コード達成のための畜産ＧＡＰ認証取得に必要となる施設改修等に要する経費の一部を補助する。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）

・新規就農支援型　　１/３以内
・担い手育成支援型　１/４以内（一部 １/３以内）

・牛増頭支援対策型　１/３以内

・ＧＡＰ認証支援型　１/２以内
（理由）

・「担い手育成支援型」は、農政部内の同様事業と同率の１／４以内。（但し、飼料用米・稲ＷＣＳ振興については１/３以内）
・「新規就農支援型」は、畜産業では新規就農時から一定規模の畜舎等を整備する必要があり、初期投資費用が大きいため１/３以内。
・「牛増頭対策支援型」は、肉用牛振興及び酪農振興についての課題に対応するプロジェクトをさらに強く支援する事業として１/３以内に拡充。

・「ＧＡＰ認証支援型」は、農政部内の同様事業と同率の１／２以内。ＧＡＰ認証の取得を支援する事業として新設。

	補助効果
	・新規就農支援型

資産を保有しない新規就農希望者等が経営を開始するのを後押しする環境が整うため、新たな担い手の確保、産業構造の若返りと産業基盤の強化が図られる。

・担い手育成支援型

規模拡大等における経営リスクを軽減することにより、経営の早期安定化と健全な経営体の育成が図られ、短期間に多くの担い手を確保、育成するとともに、輸入畜産物に対抗していく経営体育成が図られる。

・牛増頭対策支援型
繁殖雌牛及び乳用牛の増頭により、飛騨牛及び県内産生乳といった減少傾向にある畜産物に対する更なる生産体制の強化が期待される。
・ＧＡＰ認証支援型

東京オリンピック・パラリンピックでの食材提供を契機として、経済連携協定の進展による海外への畜産物輸出のための条件が整えられ、海外輸出に向けて生産基盤の強化が期待される。

	終期の設定
	終期 平成３１年度

（理由）
　県内畜産経営体の約１５％の施設等整備に係る負担を軽減し、担い手の確保、育成ができるため。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

新規就農希望者等が経営を開始するのを後押しする環境を整え、新たな担い手の確保、産業構造の若返りと産業基盤の強化を図る。

規模拡大等における経営開始時の経営リスクを軽減することにより、経営の早期安定化と健全な経営体の育成が図られ、短期間に多くの担い手を確保、育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H26年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	1 事業実施延べ経営体数
	
	１００戸
	１２０戸

	②
	
	
	


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	(予算額)

50,000千円
	(予算額)

80,000千円
	(予算額)

80,000千円
	(要求額)

137,000千円

	指標①目標
	
	２０戸
	５０戸
	７０戸
	１００戸

	指標①実績
	
	１９戸
	４２戸
	(推計値)

６２戸
	(推計値)



	指標①達成率
	％
	95.0％
	84.0％
	(推計値)
88.6％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成２８年度は、新規就農支援型２件を含む２３戸の農家要望に対して支援ができた。平成２９年度は、新規就農支援型１件を含む２０戸の農家要望に対して支援できる見込み。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・本年１月に米国がTPP離脱を表明したものの、米国抜きでのTPP妥結の検討がなされているほか、７月には日EU間でEPA合意がなされている。一方、国内では2020東京オリンピック・パラリンピックへの食材提供とそれを契機とした海外輸出に関心が高まっている。国内の食料情勢は今後も激しく変動することが予想されることから、輸入畜産物との競争力強化と海外輸出の需要に応えられるように、支援内容を強化する必要がある。
・農家戸数、飼養頭数が年々減少しているため、県は飛騨牛増頭プロジェクト及び酪農振興プロジェクトで諸課題に取り組んでいる。こうした状況に対応するため、生産基盤となるハ－ド整備の面から、一層支援する必要がある。

・手続きに際しては、整備に係る初期投資額が多額であることから、自己負担金額の確保が必要となるため、制度資金の活用等へ誘導し、確実に資金調達されることを確認する必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	畜産農家戸数の減少傾向が続く中、貴重なタンパク源である畜産物の安定供給と産地維持を図るとともに、農産物の輸出需要に対応した生産基盤の強化を図るため生産基盤整備を対象とする助成事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
△
	　新規就農希望者及び小規模畜産農家、地域の担い手農家が希望する施設等整備の事業を実施し、整備に係る負担軽減を図っており、新たな事業実施の要望が出されている。
　一方で、県全体としては平成26年からの３年間で酪農農家戸数、肉用牛農家戸数はそれぞれ21戸、60戸減少しており、担い手の確保及び畜産物の安定生産は厳しい状況にある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　市町村等との連携を密にして、事業を円滑かつ効率的に進められるようにしている。


（事業の見直し検討）

	毎年20戸程度の農家に対して支援しているが、事業実施要望が多いことから、事業は引き続き実施する。
　飛騨牛増頭プロジェクト、酪農振興プロジェクト及び2020オリパラ対策の一環として、支援内容を新設・拡充して強化する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


